
























































































































































































































































































































































年度 中学校 高等女学校 師範学校 計
大正4（1915)
大正5（1916）
大正6（1917）
大正7（1918）
大正8（1919）
大正9（1920）
大正10（1921）
大正11（1922）
大正12（1923）
大正13（1924）
大正14（1925）
6，575
6，702
6，782
6，991
7，219
7，665
8，242
9，007
10，129
10，861
11，748
4，590
4，758
4，997
5，287
5，795
6，566
7，458
8，539
9，795
10，868
12，043
1，696
1，665
1，696
1，667
1，697
1，766
1，818
1，863
1，960
2，004
2，383
12，861
13，125
13，475
13，945
14，711
15，997
17，518
19，509
21，884
23，733
26，174
（日本近代教育史事典編纂委員会編『日本近代教育史事典』平凡社　1971より作成）
【「文部省検定試験」（文検）無試験検定合格者】
年度 文検合格者　　無試験検定 合計
大正4（1915）
大正5（1916）
大正6（1917）
大正7（1918）
大正8（1919）
大正9（1920）
大正10（1921）
大正11（1922）
大正12（1923）
大正13（1924）
大正14（1925）
425
351
345
313
463
578
702
995
802
809
782
526
552
584
634
707
805
1，184
2，087
2，925
3，909
4，022
951
903
929
　947
1，170
1，383
1，892
3，182
3，727
4，718
4，804
（寺崎昌男編『文検の研究』資料編　学文社　1997より作成）
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大正・昭和前半期の中等教員養成システムをめぐる問題
　しかしながら，大正末期，すなわち大正14年から昭和2年になって，下記のように14都
市から高等師範学校誘致の要求が出されるという現象を見ていることは事実であった20）。
〈第50回帝国議会（大正14年）〉
（1)2月1日　北海道函館市
（2）2月24日　北海道札幌市
（3）2月24日　山形県鶴岡市
（4）2月24日　岩手県盛岡市
（5）3月24日　愛知県岡崎市
（6）3月24日　石川県金沢市
〈第51回帝国議会（大正15年）〉
（7）3月25日　山形県山形市
　（8）3月25日　福島県若松市
〈第52回帝国議会（昭和2年）〉
（9）3月12日　福島県郡山市
（10）3月12日　宮城県仙台市
（11)3月12日　熊本県熊本市
(12)3月12日　福岡県福岡市
(13)3月12日　福井県福井市
（14)　3月12日　佐賀県佐賀市
　この時期，高等師範学校を誘致する要求が噴出した当面の根拠は，臨時教育会議が1918
年発表の「師範教育改善ニ関スル答申」で，「高等師範学校ハ現在ノ如ク之ヲ特設シ，収容
力ノ増加……依リ有資格教員ノ増加ヲ」図ることを指示していたことにあったと思われる。
様々なルートによる教員養成の方策は講ぜられたにしても，中等教員，とくに中等教育界
で指導的役割を果すべき教員が不足していた，という事態は否定できないものがあった。
　また，1918（大正7）年末に文部省が医専など5校の大学昇格を内容とする「高等教育
機関拡張計画」を出し，それが他の専門学校の昇格運動を刺激したことは確かで，東京・
広島両高師の大学昇格運動もここから始まったことは船寄氏始め多くの指摘される所であ
るが，そのなかで地域の専門学校の昇格運動（例えば四国）も，様々な形で展開していた。
　上記14都市の場合も，近隣都市との競合や議会，政党の思惑のなかで展開したと考えら
れる。そのうちで最後に残ったのは北陸地方の中心都市である金沢市と，県庁の所在地で
はないが，三河地方の中心都市で城下町としての古い歴史をもつ岡崎市が，最初から政治
的立場の違いを越えて誘致運動で有利な立場を持った。そして，「岡崎市二高等師範学校設
置ニ関スル建議案」は，1925（大正14）年3月24日，第50回帝国議会に岡崎出身の近藤重
三郎議員から提出された。「国運ノ伸張二伴ヒ堅実ナル中等国民ヲ要求スルコト急ナルニ鑑
ミ之力教養ノ任二当タルヘキ優秀ナル中等学校教員ノ養成ヲ切実二感ズルモノアリ，然ル
ニ東海道地方ニ之力機関タル高等師範学校ノ設置ナキハ甚タ遺憾トスル所ナリ，……」21）と
の理由書を添えた案は直ちに「高等師範学校設置二関スル委員会」に付託され，委員会は
「本院ニ於テ可決スヘキモノトス」という結論を出し，議長に報告，本議会で可決された。
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　1925（大正14）年3月12日の委員会で，この建議に対して発言した河上啓太政府側委員
は「今回高等師範設置ノ建議案ガ非常ニ澤山各地カラ出マシタコトハ，……中等教員養成
機関ノ要求ガ，国民ノ間ニ熱心ニ叫バレテ居ルト云フ意味ニ解釈シテ居ル」と受けとめな
がら，それを政策として具体化するに際しては消極的で，「今暫ク政府ノ最後ノ決心ガ出来
マスマデオ待チヲ願ヒタイ」と述べていた。すでにある東京高師と広島高師を大学に昇格
させることも考えられ，「高等師範学校ヲ澤山設ケルコトガ善イカ悪イカ，ソレヨリモ寧ロ
進ンデ大学程度ノ方面二力ヲ入レテ，大学教育二於キマシテ中等教員ヲ養成スル方ニー歩
ヲ進メルノガ宜イデハナイカト云フヤウナ根本問題」もあったという。東京・広島高等師
範の大学昇格は1922年には日程に上っていたにもかかわらず，審議未了と震災による予算
繰り延べで，その5年後の1929（昭和4）年4月，ようやく2つの文理科大学が誕生した
のである。
5．昭和前半期の教育革新と師範学校の専門学校昇格問題
　1924年12月10日，「師範教育の改善充実について」文政審議会に対して諮詞（文政審議
会諮詞第3号）がなされ，ここで，「師範学校ノ第1部ハ高等小学校第2学年修了程度ヲ以
テ入学資格トシ，師範学校第2部修業年限ハ男子ニ在リテハ1年女子ニ在リテハ1年乃至
2年トシ中学校高等女学校卒業ノ程度ヲ以テ入学資格」とするものとし，「師範学校ニ修業
年限1年ノ専攻科ヲ」置くものとしたのである。岡田文相も「師範学校を専門学校程度に
高めたい」との世論を一応認めざるを得なかったが，「経済状況から」見て難しいとし，あ
くまで「1部主体」にこだわりながらも，専攻科の設置によってこの問題の解決の方向を
探っていた。
　これに対して帝国教育会会長澤柳政太郎は，世界の動向は「教員の養成は大学程度に於
ていたしている所も少なく無い」状況になっていることを強く指摘して，師範学校を専門
学校程度に昇格させるのは単なる理想論ではなく，今や，その実現を図るべき時期である
としていた。以後，これについて岡田元文相と澤柳政太郎委員などとの間にはかなり激し
い論争が交わされてきた22）。“師範教育の改革”は早晩日程に上るべき事項であった。
　1925年，政友会は，義務教育の年限を8年まで延長するとともに，師範教育の改善を含
む“教育革新案”を発表した。一政党の立場からではあるが，“義務教育8年制”が提案さ
れていたのである。しかも，その1925年には「1部」と「2部」の卒業生の数が逆転して，
「2部」の数が一部を上回るまでになり，師範学校の在り方を考えると，田中隆三文相は，
1929年，師範学校教育調査委員会の議をへて，文政審議会にこれを付託することとした。
　全国師範学校長会議は29年12月に，「師範教育の改善に関する答申案」を採択し，「師範
学校に本科（3年，但し当分2年）および予科（3年）をおき，本科の入学資格は予科，
中学校，高等女学校卒業者，予科の入学資格は高等小学校卒業者とすること」，本科の卒業
者は「教員養成を目的とする大学に入学し得ること」などを提案し，最後に師範学校の専
門学校昇格とともに師範大学の設置を要望した。
　文政審議会は「第2部ノ修業年限ハ2年」とし，単独設置も認めるとの文相の諮問を一
応は認める答申を出し，31年に「師範学校規程中改正」が行われた。これに対して帝国教
育会，全国連合教育会などの教育団体から構成される師範教育改善促進連盟は諮詞案を姑
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息な案であるとして反対し，「師範学校教育を施行する学校は，師範学校及び師範大学の2
段階と」し，師範学校を専門学校程度とすること，「東京，広島の文理科大学を師範大学に
改め」，「東京・奈良の両女子高等師範学校を女子師範大学とする」ことを内容とする「師
範学校教育改善案」を発表した。
　第2次若槻内閣は31年4月成立したが，与党民政党の政務調査会は31年7月，「中等学
校ヨリ大学マデノ修業年限ヲ短縮スルコト」とともに，東京広島両文理科大学ヲ師範大学
トシ両高等師範学校並ニ師範第1部ヲ廃止スル」ことを内容とする「教育合理化案」を発
表した。
　阿部重孝は師範学校について，「現在の師範学校は依然として1部本体の如き観を呈して
　・おり，従来の第1部を廃止し，第2部の修業年限を3年として，師範学校を専門学校
程度に昇格せしむべしといふ事は教育の効果を挙げる上から言えば甚だ喜ばしい改善案で
ある。……が師範学校を専門学校程度とする以上はその卒業者の受ける待遇が一般専門学
校卒業者が受ける待遇よりも低い場合は師範学校に人材を招致する事が困難となる許りで
なく，程度を高めた結果却って入学者の素質を低下する虞れがある。23＞とも指摘していた。
　「師範教育改善促進連盟」は文相を訪問して，師範学校，高等師範学校の昇格について要
望を重ね，さらに32年4月，「師範教育改革案」を文相に提出した。これらは鳩山文相が，
「学制改革は今や国民的要望に」なっており，「特に師範教育の教科内容は社会の進歩に伴
わずすこぶる非実際的である」から，是非「改革したい」との意向が表明されたことに期
待をかけての動きであった。ただし，この案に対しては，帝国大学，さらには私立大学か
ら一斉に反対運動が起こり，厳しくこれに対処することを迫られた文相はついに譲歩し，
結局は，鳩山文相の辞任とともに潰え去った。しかし，その後も，師範学校の「1部廃止」
と「2部の専門学校への昇格」は懸案として上げられてきたのである。
　教育審議会の第10回総会（1938年12月）において，「国民学校，師範学校及幼稚園ニ関
スル件」が決議され，「教育は第一に教師に人を得ることが大切である」という大前提か
ら，「国民基礎教育義務制ノ刷新整備モ之ヲ要スルニ教員養成制度ヲー新スルニ非ザレバ所
期ノ効果ヲ」収めることができないとの認識の下に審議が進められ，師範学校は，「皇国ノ
道ノ修練ヲ重ンジ次代ノ大国民育成ノ重責ニ任ズベキ人物ヲ育成スルヲ旨トシ，其ノ程度
ヲ高メ人材ヲ招致スルノ方途ヲ」24）講ずべきとの方針を確認していたが，これは，いずれ最
終的には師範学校を“専門学校程度”に昇格させようとする意図を含むものであった。欧
米の主要国で小学校教員の養成には専門学校があてられているのが普通であり，それでも
不十分であるということで，最近では大学に高めようとしている，それに対して，日本の
師範学校が専門学校程度にも及ぼないのは時代遅れであるという各委員の共通認識を得て，
論議は師範学校の昇格問題から開始されることになった。
　師範学校の教育が「師範型」といわれる教師の気質を形成していたことへの批判的見解
はしばしば述べられていた。たとえば，それまでの師範学校は社会から隔離されており，
世間知らずでつぶしのきかない教員をっくり出しているとか，師範学校の卒業生には「偽
善」，「卑屈」，「偏狭」などの性格的特長がある，という批判である。批判者たちはその理
由が師範教育が「不自然な基礎」，閉鎖的な制度の上に成り立っているからだと指摘した。
これに関して下村寿一委員から，1部生に関しては，「師範気質」が強いという批判もある
が，第1部の制度は，「無産階級の秀才の一種の登竜門」という重要な役割を果たしてきた
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のであり，これを廃止することは，「教育の機会均等」から言っても大きな問題であり，「国
防ニハ常備軍ガ必要デアル」ごとく教育にも「一定数ノ常備軍」が必要で，従来通り第1
部・第2部を併置してほしいというかなり強い要望が出されており，その結果，師範学校
は中学校卒業者を対象とする修業年限3年のものを本体とするが，高等科卒業者に対して
も師範学校入学のための適当な施設が設けられることが留保された。
　三国谷三四郎委負（青山師範校長）は中学校卒業の2部生が専攻科1年を修了すれば，
専門学校程度の教育を受けることになるから，「之ヲ組織的ナモノニシテ，新シイ形態ノ師
範学校ヲ作ル，即チ専門学校程度ノ師範学校二作リ上ゲルト云フコトガ極メテ必要」25)なこ
とであると強調していた。この論議を経て，師範学校の専門学校への昇格は実現した。残
された問題は高等科卒業者を対象とする「師範学校1部の存廃」についてであった。
　43年3月8日教育審議会の答申にもとついて『師範教育令』（勅令第109号）が制定さ
れ，師範学校は「皇国ノ道二則リテ国民学校教員タル者ノ錬成ヲ為ス」（令第1条）とし，
「皇国ノ途ノ修練ヲ重ンジ……次代ノ大国民育成ノ重責ニ任ズベキ人物を養成スルヲ旨ト
シ，其ノ程度ヲ高メ，克ク皇国ノ世界史的使命ト国民教育ノ重大性トヲ自覚」させて，教
育の振興と翼賛の実をあげるために，その入学資格を引き上げて，「中等教育卒業程度」と
し，その修業年限は3か年とされたが，これは，今までの国民学校高等科からの入学資格
を主とする“1部主体”の教員養成の在り方に対して，教員養成制度を大きく変革するも
のであった。従来，「中学校程度」とされていた師範学校は，43年4月から「新制師範学
校」となり，中等学校卒業程度を入学資格とする「専門学校程度」に昇格したのである。
　国民学校が41年から発足し，中等学校も43年には「中等学校令」で，カリキュラムが改
正されたが，師範学校の教科も『国民科』，『教育科』，『理数科』，『実業科』（女子は『家政
科』），『体練科』，『芸能科』，『外国語科』の構成になり，教育内容も改正された。「従来各
学科目が平均的に羅列されておった形……を，国民学校の教育に対応し，師範学校に於て
も錬成面を幾つかの教科に分かって，さらにそのなかに文節として科目を立て全一的な錬
成を行って行く……専門学校程度では初めての試み」26）であると説明されていた。
　35年4月から発足した青年学校が，39年度から逐年で，男子青年学校普通科の義務化が
実施されることになり，これに対応して，44年4月にはさらに『師範教育令』が改正され
て，青年学校教員を養成する「青年師範学校」を発足させた。これは，従来の「青年学校
教員養成所」を官立師範学校と同様に，中等学校卒業を入学資格とする専門学校程度とし
て位置づけたものである。ここで，青年学校本科卒業生にも同等の入学資格が与えられた。
青年学校の義務化とほとんど同時に，その卒業生の専門学校程度への入学資格を認めたこ
とになる。
　ただし，39年には普通科1年から，そして逐年進行によって義務化するという予定で
あって見れば，45年が1回生の修了年度に当たるはずであった。これは大戦の最終段階で
あり，閣議決定の「教育二関スル戦時非常措置」によって，国民学校の義務制の延期とと
もに，青年学校についても「工場,事業場ニ於テ生産ニ従事スル生徒ニ付テハ教室内ニ於
ケル授業ハ之ヲ縮減」27）することを余儀なくされ，事実上「青年学校義務制」は無意味と
なった。
　青年学校の義務化とともに，師範学校の専門学校昇格は，明治以来の教員養成制度の歴
史で，画期的とも評価されるべき改革案であった。しかし，この時閣議では，1945年4月
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から向こう1年間，国民学校初等科を除く，すべての学校の授業を停止するという内容の
『決戦教育措置要項』を決定していた。その改革の現実的意味はなかったのである。
　もしあるとすれば，師範学校の昇格は青年師範学校も含めて，戦後の教育改革のなかで，
各県ごとに教員養成大学を出現させる基礎条件を整備したことである。
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